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生産額ベース

カロリーベース

○ 食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきました。近年は、カロリーベースでは横ばいで推移
しています。

食料自給率 ＝
国内生産

国内生産 ＋輸入－輸出±在庫増減

資料：農林水産省「食料需給表」
（年度）

（％）

食料自給率の推移

6
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「食料自給率」＝（国内生産）÷（国内消費）

１．食料自給率は、国内の食料消費について国産でどの程度賄えているかを示す指標

３． 畜産物については、国内で生産されても飼料が輸入とうもろこし等である場合は、その
部分は自給としてカウントしないという考え方から、輸入飼料による飼養部分を考慮して算出

食料自給率 ＝
国内生産量

国内消費仕向量

国内生産量

国内生産量 ＋輸入量－ 輸出量－在庫増減量

２．食料自給率には、以下の２つの指標がある。

① カロリーベース・・・農産物等のカロリーに着目
（生命・健康の維持に必要なカロリーが国内生産でどの程度賄われているかを示す指標）

② 生産額ベース・・・農産物等の価格に着目
（国内農業の経済的価値を示す指標であり、カロリーの低い野菜等の経済的価値を反映）

＝

（参考）食料自給率の算定式
46％

47％

7％

（参考）食料自給率とは
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○ 主要国の人口（2015）

順位 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 11位

国名 中国 インド アメリカ
インド
ネシア

ブラジル パキスタン
ナイジェリ

ア
バングラデ

シュ
ロシア 日本 メキシコ

総人口
（億人）

13.97 13.09 3.20 2.58 2.06 1.89 1.81 1.61 1.44 1.28 1.26

世界の人口の推移

（億人）

資料：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」

10.1 10.8 11.5 11.9 12.4 12.7 12.9 13.0 13.0 

26.9 
33.7 

41.8 
49.5 

57.2 
65.3 

72.6 
79.1 84.7 

37.0
44.6

53.3
61.5

69.6
78.0

85.5
92.1

97.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

開発途上国 先進国

資料：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」
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（構造的要因）
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20
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40

50

60

70

80

90

100

2015年 2050年

資料：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」

億人

途上国
61.3億人

途上国
84.7億人

先進国
13.0億人

先進国
12.5億人

73.8億人

97.7億人

1.3倍

途上国で23.4億人
増加

□ 中国の人口及び穀物需要量

1970年 2015 2015/1970

人口（億人） 8.24 13.97 1.7倍

穀物需要量（百万トン） 156 497 3倍

うち、飼料用（百万トン） 12 178 14倍

□ インドの人口及び穀物需要量

資料：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」、米国農務省「PS＆D」

1970年 2015 2015/1970

人口（億人） 5.53 13.09 2.4倍

穀物需要量（百万トン） 97 227 2倍

うち、飼料用（百万トン） 1.6 19 12倍

資料：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」、米国農務省「PS＆D」

○ 世界の人口は、途上国を中心に増加し、2050年には2015年の1.3倍の97.7億人となる見通しとなって
いる。

○ 開発途上国で経済発展が進む中、特に人口超大国である中国とインドの穀物の需要量は、人口増加等を
背景に1970年に比べ２倍以上増加しており、世界的な食料需給に大きな影響を与える要因の１つとなって
いる（世界の穀物消費量のうち中国は２割、インドは１割）。

世界人口の見通しと中国及びインドの経済発展による影響
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○主要国の農産物純輸出入額(２０１３年）

○ 我が国の農産物純輸入額は増加傾向で推移。2013年の農産物純輸入額は582億ドルであり、世界有数の食
料輸入国。

○ 我が国が安定的に食料を供給するには、農産物の国内生産の増大を図るとともに、農産物の安定的な輸入
を確保することが必要。

資料：ＦＡＯ「ＦＡＯＳＴＡＴ」（２０１３）

注：中国は、香港、マカオ、台湾を除く。

1,154 1,137 

935 

627 
613 585 573 481 403 392 

465

1,477

840

293

31

909

748

433

134

442

689

340

95

334

582

324

175

47

269

50

2,000

1,500

1,000

500
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500

1,000

1,500
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国
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国
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(
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額)

農産物純輸入額
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ラ
ン
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ル
ギ
ー
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100

200

300

400

500

600

700

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

資料：ＦＡＯ「ＦＡＯＳＴＡＴ」（２０１３）

○日本の農産物純輸入額の推移
（億ドル）

主要国の農産物純輸出入額及び日本の農産物純輸入額の推移



食料自給力指標（平成28年度）

11

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

米・小麦・
大豆中心

栄養バランス
考慮

米・小麦・大豆中心

いも類
中心

栄養バランス
考慮

いも類中心

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

国産熱量の実績値（食料自
給率の分子：供給ベース）

農産物について現在の農地で
作付けする場合

（単位：kcal/人・日）

１人・１日当たり
総供給熱量（実績値）

（2,429kcal）（供給ベース）

水産物農産物（きのこ類を含む）

農産物について再生利用可能な

荒廃農地においても作付けする場合

１人・１日当たり

推定エネルギー必要量
（2,147kcal）（摂取ベース）

846 65
913

821,323

1,405
44    1,449

821,688

1,770
44  1,814

822,174

2,256
83 2,339

822,495

2,577
83   2,660



食料自給力指標の推移（平成元年度～平成28年度）

12

1,528 

1,449

1,921 

1,814

2,600 

2,339

2,859 
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2,108 

2,025 

1,925 

1,841 

1,865 

1,770

2,705 
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2,580 

2,494 

2,256

2,894 
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1,200
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2,400
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H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

パターンＡ

パターンＢ

パターンＣ

パターンＤ

カロリーベース
総合食料自給率

再生利用可能な荒廃農地
においても作付けする場合

（kcal／人・日）

食料自給率は20年間横ばいで推移

（年度）

3,047

2,839

1,942
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農業
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昭35 45 55 平2 12 22 27

第
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種
兼
業
農
家

第
１
種
兼
業
農
家

専
業
農
家

自給的農家

606

540

466

383

312
253

216

○専兼業別農家数の推移

○主要国における農林漁業就業者数の全産業就業者数に占める割合

資料：総務省「労働力調査」

注：昭和35年の農業の値は林業を含んだ値である。

全産業就業者数
6,465万人の3.4％

全産業就業者数
4,436万人の30.2％

資料：農林水産省「農林業センサス」
注：昭和55年以前は、自給的農家の区分はない。

○農林漁業就業者数の推移
（万戸）

米国 カナダ
EU
(28)

ロシア 豪州 中国 韓国 日本
仏 独 伊 英 蘭

全産業就業
者数対比（%）

1995(平7) 2.9 4.1 － 4.9 3.2 6.6 2.0 3.7 15.7 4.8 48.5 12.4 5.7

2016(平28) 1.6 1.6 4.3 2.8 1.3 3.9 1.1 2.1 6.7 2.6 28.3 4.9 3.4

資料：ILO STAT （ロシアは２０１４年、中国は２０１３年のデータ）

年 年

（万人）

6
20

農家数及び農林水産業就業者数の推移
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0
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S31 36 41 46 51 56 61 H3 8 13 18 23 28

畑

田

（単位：万ha）
601.2（計）

（年）

約162万ha減少

269.2

608.6（計）
（S36 最大値）

447.1 （計）

203.9

243.2

332.0

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

〇 農地面積は447.1万ｈa（国土面積の12％）（平成28年）

〇 ピーク時（昭和36年）から、55年間で162万ｈa （26.6％）減少。

農地面積の推移
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昭
和
40
年
度

平
成
28
年
度

１日５杯 月１回 週に２本 年に３本 １日300g程度 １日80g程度 １日80g程度

ごはん 牛肉料理 牛乳 植物油 野菜 果実 魚介類

１日２.５杯 月３回 週に３本 年に９本 １日240g程度 １日90g程度 １日70g程度

自給可能 飼料は輸入 原料は輸入 加工品の輸入
が増加

（１食150g換算） （牛乳びん） （1.5kgボトル）

一人当たり食事の内容と消費量の変化
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注１：その他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、花き、工芸農作物、その他作物及び加工農産物の合計である。
２：乳用牛には生乳、鶏には鶏卵及びブロイラーを含む。

３：四捨五入の関係で内訳と計が一致しない場合がある。
参考：農業総産出額 ＝ Σ（品目別生産量×品目別販売価格）

農業生産額 ＝ 農業総産出額（加工農産物を除く）＋ 中間生産物及び農業サービスの生産額

農業総生産（付加価値額に相当）＝ 農業生産額 － 中間投入
生産農業所得＝農業総産出額－物的経費（肥料、農薬、光熱動力費等）＋経常補助金等

0.4兆円
（5.2％）増加

0.5兆円
（16.1％）増加

3.2 2.9 3.4 2.8 
3.8 

3.2 3.1 2.8 2.5 2.4 2.3 2.2 2.2 2.3 2.0 1.9 1.8 1.8 1.9 1.8 1.6 1.8 2.0 1.8 1.4 1.5 

2.6 2.8 
2.5 

2.7 

2.5 
2.4 2.3 2.3 2.6 

2.2 2.1 2.1 2.2 2.1 
2.1 2.0 2.1 2.1 2.1 2.1 2.2 2.1 2.2 2.3 

2.2 2.4 

1.0 1.1 1.0 
0.8 

1.0 

0.9 0.9 
0.8 0.9 

0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.8 0.7 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.8 
0.8 0.8 

3.1 3.1 2.9 
2.7 

2.6 

2.5 2.6 
2.6 2.5 

2.5 2.5 2.4 2.5 2.3 2.5 2.5 2.5 2.5 2.6 2.5 2.6 2.6 2.6 2.7 2.9 
3.1 

1.5 1.5 1.6 

1.5 

1.5 

1.4 1.4 
1.4 1.4 

1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.2 1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
1.0 

4.8 5.0 4.9 4.8 5.1 4.6 4.4 4.0 4.0 3.7 3.6 3.5 3.5 3.7 3.4 3.2 3.1 3.0 2.8 2.6 2.8 2.8 3.0 2.9 2.8 3.3 

6

4

2

0

2

4

6

8

10

12

（兆円）

〈農業総産出額〉

〈生産農業所得〉

その他

畜産

果実

野菜

米

27年
8.8

平成２年
11.5兆円

３年
11.5

４年
11.2 ５年

10.4

６年
11.3

８年
10.3

９年
9.9

10年
9.9 11年

9.4
12年
9.1

13年
8.9

14年
8.9

15年
8.9

16年
8.7 18年

8.3
19年
8.3

20年
8.5

21年
8.2

22年
8.1

23年
8.2

24年
8.5

25年
8.5

７年
10.4

17年
8.5

26年
8.4

肉用牛 0.7
乳用牛 0.8
豚 0.6
鶏 0.9
その他 0.1

農業総産出額及び生産農業所得の推移

○ 農業総産出額は、米の産出額の減少等により、平成26年まで長期的に減少。平成27年は、近年、各品目で需要に応じた生産
やブランド化を推進してきたこと等により、約0.4兆円（約5.2％）増加。

○ 生産農業所得は、規模拡大による生産性の向上の一方、農業総産出額の減少及び資材価格の上昇により、平成26年まで長期的
に減少傾向。平成27年は、農業総産出額が増加する中、資材価格が前年並みであったことから約0.5兆円（約16.1％）増加。
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Ⅱ．農産物をめぐる国際的な動き

18



• 消費者は、安い買い物ができる

• 輸出できる産業は、市場が広がり儲かる

• 海外との競争にさらされる産業は、厳しい環境にお
かれる

など・・・・

貿易自由化の利益が、さまざまな
経済主体に不均等に分布し、場合
によっては、損失を被る主体が存
在

農産物をめぐる国際的な動き

19



サプライチェーン（供給網）のグローバル化

運輸・通信分野の技術革新により、輸送・通信コストが低下する中で、「ヒト、モノ、
カネ、情報」の移動が国境を越えて地球規模で盛んになるグローバリゼーションと呼ば
れる現象が急速に進展

世界的に価格競争が激化する中で、日本や欧米などの生産経営者は、生産コストを最小
化するために国際分業体制の構築を急いでおり、これまで一体化されていた生産工程を
分散させ、適地に移転させる動きが活発化

貿易環境の変化

20



○昭和３０（1955）年 ＧＡＴＴ（関税と貿易に関する一般協定）加盟

・ ＧＡＴＴは、戦前のブロック経済化が第二次世界大戦の一因という反省のもとに自
由貿易を推進

・ ＧＡＴＴの下で加盟国が全て参加する交渉（ラウンド）を数次行い関税の引き下げ等

・ 自由貿易政策は我が国の基本政策（関税の引き下げ、輸入数量制限品目の撤廃）

農産物貿易自由化の過程

21



22

○ 「ラウンド」とは、全ての加盟国が参加して行われる貿易自由化交渉（注１）

○ GATTの下で行われた最後のラウンドであるウルグアイ・ラウンドにおいて、初めて本格的な
農業分野のルールを策定

○ カタール・ドーハでのWTO第４回閣僚会議（２００１年）にてドーハ・ラウンドを立ち上げ。WTO
体制下で行う初めてのラウンド（注２）

（注１）第５回目交渉会合以降、ﾗｳﾝﾄﾞと呼称。それぞれのﾗｳﾝﾄﾞに通称（ｹﾈﾃﾞｨなど）が付与

GATTの下でのﾗｳﾝﾄﾞ交渉 WTOの下でのﾗｳﾝﾄﾞ交渉

1947～1961 1964～1967 1973～1979 1986～1994 2001～

62ヶ国26ヶ国 102ヶ国 123ヶ国 151ヶ国

ｹﾈﾃﾞｨ・ﾗｳﾝﾄﾞ 東京ﾗｳﾝﾄﾞ ｳﾙｸﾞｱｲ・ﾗｳﾝﾄﾞ ドーハ・ラウンドGATT設立
～ﾃﾞｨﾛﾝ・ﾗｳﾝﾄﾞ

鉱工業品
アンチダンピング

鉱工業品 鉱工業品 鉱工業品 １．非農産物（鉱工業品及び
林水産品）

２．農業
３．ルール
４．サービス
５．知的財産権
６．開発
７．貿易円滑化
８．環境

非関税措置

非関税措置

ルール

サービス

知的所有権

など

農業

（注２）途上国の意向を踏まえ、正式名称は「ドーハ開発アジェンダ（ Doha Development Agenda (DDA) ）」

（出典：WTOホームページ上のデータを基に作成）

95
W
T
O

設
立

ラウンドとは
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区分 削減対象 削減方式（1995～2000年の6年間で実施）

国内支持 価格支持

補助金等

①生産を増加させる効果のある政策措置について助成合計量を計算し、実施期間中に20％削減

②生産を増加させない補助金（環境補助金等）は削減の対象外

市場アクセス 関 税 ①原則として、輸入数量制限等全ての関税以外の国境措置を内外価格差を基に関税に置換え
（関税化）。

②農産物全体で関税を平均36％（品目毎に最低15％）削減。

＜カレント・アクセスとミニマム・アクセスの設定＞

関税化品目については、最低限の輸入機会の提供が義務付けられた。基準期間（1986～88年）
の国内消費量に対する平均輸入数量が、

① 5%以上のものは、その輸入数量を維持すること（カレント・アクセス機会）、

② 5%未満だったものは、実施期間の1年目に国内消費量の3%、6年目に5%の輸入数量とすること
（ミニマム・アクセス機会）、

が設定された。

（コメは、関税化の例外として、実施期間の1年目に4%､6年目に8%の輸入数量とすることを約束した
が、5年目(1999年)に関税化したため、現在は7.2%の輸入数量となっている。）

輸出競争 輸出補助金 金額で36％、対象数量で21％削減（我が国はなし）

ガット・ウルグアイラウンド農業合意の概要

1995～2000年までの６年間（実施期間）に、①国内支持、②市場アクセス、③輸出競争の３分野の保護を
それぞれ引き下げていくことを約束。
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WTO （世界貿易機関 World Trade Organization） とは

○ １９９５年にスイス・ジュネーブに設立された、国際貿易に関するルール
を取り扱う唯一の包括的な国際機関

○ ２０１８年８月現在、１６４カ国・地域が加盟

○ 主な業務は、
（１）世界共通の貿易ルール作りのための交渉
（２）各加盟国による施策のＷＴＯ協定への整合性のモニタリング
（３）貿易に関する紛争解決

○ ＷＴＯにおける貿易ルールづくりの合意はコンセンサス方式
（一つの加盟国でも反対すれば、残りの全ての国が賛成してもＷＴＯとして決定は下せない）
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日本

スイス

韓国

ＧＣＣ

モンゴル
ＥＵ

中国

メキシコ

チリ

ペルー

コロンビア

カナダ

米国

豪州

ミャンマー

ＮＺ

インド

トルコ

発効済

交渉中
湾岸協力理事会

加盟国：バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦

ＲＣＥＰ：東アジア地域包括的経済連携
ＡＳＥＡＮ10ヶ国にＥＰＡ／ＦＴＡを有する日中韓印豪ＮＺ６ヶ国が交渉に参加する広域経済連携

ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、
シンガポール、タイ、ベトナムの10ヶ国

ＴＰＰ ＴＰＰ署名国：シンガポール、ＮＺ、チリ、ブルネイ、米国、豪州、ペルー、ベトナム、マレーシア、カナダ、
メキシコ、日本署名済

ＧＣＣ

ＲＣＥＰ

ＡＳＥＡＮ

ＡＳＥＡＮ全体

ブルネイ

ラオス ベトナム

インドネシア

マレーシア

シンガポール

タイ

カンボジア

フィリピン

ＴＰＰ

日中韓

ＲＣＥＰ

交渉妥結

ＥＰＡ（経済連携協定）の現状（全体像）



WTO

World Trade Organization（世界貿易機関）

1995年に作られた国際機関
世界で自由に貿易が出来るようにするためのルールや、貿易に関して起
こったメンバー間のもめごとを解決するためのシステムづくり

FTA

Free Trade Agreement（自由貿易協定）

特定の国・地域の間で、原則10年以内に、輸出・輸入にかかる関税や、
輸入（輸出）許可を行う際の厳しい基準や条件などを取り払うことを、
取り決めた協定

EPA

Economic Partnership Agreement（経済連携協定）

FTAのような貿易の自由化だけではなく、人の移動や、投資の自由化、
知的財産権の保護等、幅広い分野のルールについて取り決めた協定

【経済産業省 キッズページより抜粋】

WTOとかFTA／ＥＰＡってなに？
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農地面積の各国の比較
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日本 米国 EU(28) 豪州
独 仏 英

平均経営面積
（ha）

2.7
(1)

175.6
(65)

16.1
(6)

58.6
(21)

58.7
(21)

92.3
(34)

3,124.5
(1,157)

農地面積
（万ha）

447 40,820 18,551 1,673 2,877 1,723 40,627

国土面積に占め
る割合（％）

12.0 41.5 42.4 46.8 52.4 70.7 52.5

資料：平均経営面積：「平成28年農業構造動態調査」、米国農業センサス2012、eurostat、 Australian Commodity Statistics 2016
農地面積及び国土面積に占める割合：「平成28年耕地面積」、FAOSTAT

注１：平均経営面積（日本：2016年、米国：2012年、豪州：2014年、ＥＵ：2013年）。農地面積（日本：2016年、それ以外の国：2014年）。
２：日本の平均経営面積及び農地面積には、採草・放牧地等を含まない。日本の平均経営面積は、１経営体当たりの経営耕地面積（農業経営体）。
３：日本の「国土面積に占める割合」は、北方領土等を除いた国土面積に対する割合。

○ 我が国農業の平均経営面積は約2.7ha。これは豪州の1/1,157、米国の1/65、ＥＵの1/6。
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① 外国産より高くても、食料は、生産コストを引き下げながら、
できるかぎり国内で作る方がよい

② 外国産より高くても、少なくとも米などの基本食料については、
生産コストを引き下げながら国内で作る方がよい

③ 外国産の方が安い食料については、輸入する方がよい

あなたはどう思いますか・・・？
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（参考） 食料の供給に関する特別世論調査（内閣府）

53.8

53.1

51.5

42.3

43.6

45.9

32.7

32.7

31.9

37.8

37.2

42.4

44.5

40.6

37.5

44.7

40.5

39.3

5.1

5.4

3.1

7.8

10.5

10.8

17.4

17

19.9

0.4

0.5

0.8

0.6

0.6

0.3

0.5

0.3

0.2

2.8

3.8

2.2

4.7

4.6

5.4

4.7

9.5

8.7

平成26年1月調査（1,781人）

平成22年9月調査（1,939人）

平成20年9月調査（3,144人）

平成18年11月調査（1,727人）

平成12年7月調査（3,570人）

平成8年9月調査（3,567人）

平成5年11月調査（2,219人）

平成2年10月調査（2,292人）

昭和62年9月調査（2,323人）

食料の生産・供給のあり方に対する意識

外国産より高くても、食料は、生産コストを引き下げながら、できるかぎり国内で作る方がよい（注２）

外国産より高くても、少なくとも米などの基本食料については、生産コストを引き下げながら国内で作る方がよい（注３）

外国産の方が安い食料については，輸入する方がよい

その他

わからない

（注１）平成18年11月調査までは、「あなたは、我が国の食料の生産・供給のあり方について、どのようにお考えですか。この中からあなたのお考えに近いものを１つだけお答えください。」と聞いている。
（注２）平成５年11月調査までは、「外国産より高くても、食料は、生産コストを引き下げながら国内で作る方がよい」となっている。
（注３）平成18年11月調査までは、「外国産より高くても、少なくとも米などの主食となる食料については、生産コストを引き下げながら国内で作る方がよい」となっている。



Ⅲ．農政の主な役割
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○施策の企画・立案

法律案、予算案を作成し、関係省庁と調整し、国会等で説明

○施策の実施等

法律の執行（政省令等の実施細則、団体の監督、立入検査等）

予算の執行（補助金交付、業務の委託等）

行政指導等

○情報の発信

食料・農業・農村白書、食育白書、ＷＥＢサイト、統計情報

○国際交渉への参画

ＦＴＡ・ＥＰＡ等の交渉に参画し、国内の農林水産業への影響等を

踏まえた立場を反映

農政の主な役割
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【農業振興地域制度】

農用地等の確保等に
関する基本指針

農業振興地域整備基本
方針

【農林水産大臣】
・確保すべき農用地等の面積の目標
・都道府県において確保すべき農用地等の面積の目標

の設定基準 等

【都道府県知事】
・確保すべき農用地等の面積の目標の設定
・農業振興地域の指定・変更

【市町村長】
・農業振興のマスタープラン
・農用地利用計画（農用地区域の設定・変更）

農業振興地域整備計画

・公共投資その他の農業振興に関する施策を計画的・集中的に実施
・農用地区域農地転用は原則不許可、開発行為は制限等

優良農地の確保と効果的な農業投資
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